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告 示■

◎群馬県告示第１６１号

群馬県情報公開条例（平成１２年群馬県条例第８３号）第３９条の規定により、平成２８年度における公文書の

開示等についての実施状況を次のとおり公表する。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 知事が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

請 県庁 ２６８
求
先 地域機関等 １，１５５

請 求 件 数 １，４２３

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者３４３件、県内に事務所を有する団体４９６件、県外に住所を有

する者１９１件及び県外に事務所を有する団体３９３件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に
処 理 の 内 容

不存在等
区 分 決定した対

象公文書数
開 示

部分開示 非 開 示 件 数
(うち即日開示)

２８年度 ４,１７８ ３,４７１ ７０３ ４ ２０１
(４６８)

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況

（単位：件）

審査請求 処 理 の 内 容

繰 越 請 求
裁 決

取下げ 審査中

件 数 件 数 却 下 棄 却
一 部

認 容
認 容

８ １３ ０ １４ ２ ０ ０ ５

注 表中、「審査請求」「裁決」には、平成２８年４月１日付け改正前の条例における「不服申立て」「決

定」を含む。以下同じ。

２ 議会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）
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区 分 請 求

議 会 １７

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者１３件、県内に事務所を有する団体３件、県外に住所を有する者

１件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に
処 理 の 内 容

不存在等
区 分 決定した対

象公文書数
開 示

部分開示 非 開 示 件 数
(うち即日開示)

２８年度 １３ １２ １ ０ ６
(２)

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況

（単位：件）

審査請求 処 理 の 内 容

繰 越 請 求
裁 決

取下げ 審査中
件 数 件 数 却 下 棄 却

一 部
認 容

認 容

１８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １８

３ 教育委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

教育委員会 ３５

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者９件、県内に事務所を有する団体８件、県外に住所を有する者７

件及び県外に事務所を有する団体１１件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ７８ ５７ ２１ ０ ５

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし
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４ 選挙管理委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

選挙管理委員会 １２

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者３件、県内に事務所を有する団体４件、県外に住所を有する者１

件及び県外に事務所を有する団体４件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ２２８ ３９ １８９ ０ ３５

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

５ 人事委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

人事委員会 ３

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者２件及び県外に住所を有する者１件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ３ ２ ０ １ ２

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

６ 監査委員が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

監査委員 ２

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者２件である。
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(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 １ ０ １ ０ ２

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

７ 公安委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

公安委員会 ８

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者８件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ５ ０ ５ ０ ３

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

８ 警察本部長が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

警察本部長 ９１

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者４８件、県内に事務所を有する団体６件、県外に住所を有する者

１３件及び県外に事務所を有する団体２４件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ６７ １６ ４９ ２ ２７

繰 越 － － － － －
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(3) 審査請求の状況

（単位：件）

審査請求 処 理 の 内 容

繰 越 請 求
裁 決

取下げ 審査中
件 数 件 数 却 下 棄 却

一 部
認 容

認 容

５ ５ ０ ３ ０ ０ ０ ７

９ 労働委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

労働委員会 １

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者１件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ０ ０ ０ ０ １

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

１０ 収用委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

収用委員会 １

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者１件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ０ ０ ０ ０ １

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし
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１１ 内水面漁場管理委員会が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

内水面漁場管理委員会 １

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者１件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ０ ０ ０ ０ １

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

１２ 企業管理者が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

企業管理者 ２３

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者１件、県内に事務所を有する団体１２件、県外に住所を有する者

４件及び県外に事務所を有する団体６件である。

(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ３９ ３３ ６ ０ １

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

１３ 住宅供給公社が管理する公文書

(1) 公文書の開示の請求件数

（単位：件）

区 分 請 求

住宅供給公社 ４

注 請求者の内訳は、県内に住所を有する者２件、県内に事務所を有する団体１件及び県外に住所を有する者

１件である。
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(2) 公文書の開示、非開示等の決定対象公文書数

２８年度に 処 理 の 内 容 不存在等
区 分 決定した対

象公文書数 開 示 部分開示 非 開 示 件 数

２８年度 ４ ４ ０ ０ １

繰 越 － － － － －

(3) 審査請求の状況 なし

◎群馬県告示第１６２号

群馬県個人情報保護条例（平成１２年群馬県条例第８５号。以下「条例」という。）第３５条の規定により、平

成２８年度における条例の運用状況を次のとおり公表する。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）

実施機関名 登録件数

知事 １，９６０
（２３）

議会 ３９

教育委員会 ２３２

選挙管理委員会 ２３

人事委員会 ２０

監査委員 １０

公安委員会 ５

警察本部長 １５４

労働委員会 １３

収用委員会 ７

内水面漁場管理委員会 ５

企業管理者 １９

合 計 ２，４８７
（２３）

注 括弧内は、特定個人情報を取り扱う事務の内数である。
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２ 開示請求件数、訂正請求件数及び利用停止請求件数

(1) 開示請求件数

（単位：件）

実施機関名 書面による請求 口頭による請求 合計請求件数

知事 ４０ ３７５ ４１５

教育委員会 １ ４，６９３ ４，６９４

人事委員会 １ １６４ １６５

監査委員 １ ０ １

公安委員会 ２ ０ ２

警察本部長 ９８ ０ ９８

合 計 １４３ ５，２３２ ５，３７５

注１ 他の実施機関については、開示請求なし。

２ 口頭による開示請求については、平成２９年３月末日までに開示期間が開始したものを対象とし、開示

請求件数については、当該期間満了までの件数とした。

(2) 訂正請求件数 ０件

(3) 利用停止請求件数 ０件

３ 開示請求、訂正請求及び利用停止請求に対する処理の内容

(1) 開示請求に対する処理内容

（単位：件）

区 分 書面による請求 口頭による請求 合 計

開 示 請 求 １４３ ５，２３２ ５，３７５

開 示 決 定 ３６ ５，２３２ ５，２６８
処

部 分 開 示 決 定 １４７ ０ １４７
理

非 開 示 決 定 ０ ０ ０
内

不 存 在 決 定 等 ２０ ０ ２０
容

取 下 げ ２ ０ ２

注１ 一つの開示請求について、複数の決定処分を行う場合があるので、処理内容の合計件数と開示請求の件

数は、一致しない場合がある。

２ 不存在決定等には、拒否決定及び条例第１５条の規定による存否を明らかにしない決定を含む。

(2) 訂正請求に対する処理内容 なし

(3) 利用停止請求に対する処理内容 なし

４ 審査請求の状況

（単位：件）

審査請求 処 理 の 内 容

平成２９年５月３０日（火） 群 馬 県 報 第９５０４号
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繰 越 請 求
裁 決

取下げ 審査中

件 数 件 数 却 下 棄 却
一 部

認 容
認 容

４ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ４

注 表中、「審査請求」「裁決」には、平成２８年４月１日付け改正前の条例における「不服申立て」「決定」

を含む。

◎群馬県告示第１６３号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県館林土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の
路線名 区 間

変更の 敷地の幅員 延 長

種 類 前後別 メートル メートル

県道 斗合田岩田岡 邑楽郡板倉町大字岩田２３７３番の３ 前 ６．６～１９．０ ４９０．０

里線 地先から同郡同町大字籾谷２４８０番

の１地先まで 後 １６．５～２８．２ ４８４．３

◎群馬県告示第１６４号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を次のとおり開始する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県館林土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の
路線名 区 間 供用開始の期日

種 類

県道 斗合田岩田岡 邑楽郡板倉町大字岩田２３７３番の３地先から同郡同町 平成２９年５月３０日

里線 大字籾谷２４８０番の１地先まで
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◎群馬県告示第１６５号

電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）第３条第１項の規定により、電線共同溝を整

備すべき道路を次のとおり指定した。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の種類 路線名 区 間

一般国道 ２５４号 富岡市富岡字諏訪東１４３２番の１地先から同市同字上町１１３０

番の１地先までの上下線

県道 前橋安中富岡線 富岡市富岡字上町北裏１４５０番の２地先から同市同字上町１１３

０番の１地先までの上下線

富岡神流線 富岡市富岡字中町１１５２番の１地先から同市同字同１１９４番地

先までの上下線

公 告■

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

高崎都市計画地区計画の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０

条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 高崎都市計画地区計画 たかさき国際交流拠点地区

２ 都市計画の変更年月日 平成２９年５月１２日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び高崎市都市整備部都市計画課

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

高崎都市計画公園の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０条第

２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 高崎都市計画公園 ２・２・１８号 岩押第３号児童公園

２ 都市計画の変更年月日 平成２９年５月１２日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び高崎市都市整備部都市計画課
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建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第１４項の規定により、次のとおり公開による意見の聴取を

行う。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 申請建築物等の建築予定地 群馬県渋川市渋川字八幡前１９８－１

２ 申請建築物等の建築の計画

主要用途 自動車修理工場

構造、規模及び延べ面積 建築物１：鉄骨造 平屋建 １５０．００㎡
建築物２：鉄骨造 平屋建 ４０．００㎡

３ 申請建築物等の建築制限される理由 第一種住居地域で制限されている用途であるため。

４ 申請建築物等の建築予定地の用途地域の種類 第一種住居地域

５ 意見の聴取の日時 平成２９年６月２日（金）１４時００分から

６ 意見の聴取の場所 群馬県前橋合同庁舎６０１会議室（群馬県前橋市上細井町２１４２－１）

選挙管理委員会告示■

◎群馬県選挙管理委員会告示第３５号

病院の院長が不在者投票管理者となるべき病院ならびに老人ホームの長が不在者投票管理者となるべき施設の定

め等の告示（昭和４１年群馬県選挙管理委員会告示第８号）の一部を次のように改正する。

平成２９年５月３０日

群馬県選挙管理委員会委員長 松 本 修 平

「介護老人保健施設 おうみ 同
表１の項中「介護老人保健施設 おうみ 同 総社町総社２６２８」を

介護老人保健施設やまぶき 同

総社町総社２６２８
に、「財団法人脳血管研究所 介護老人保健施設 アルボース」を「公益財団法人脳

小屋原町９７７番地３」

血管研究所 介護老人保健施設 アルボース」に、「介護老人保健施設旭ヶ丘 同 間野谷町１３５番地１」

「介護老人保健施設旭ヶ丘 同 間野谷町１３５番地１
を

公益財団法人脳血管研究所 介護老人保健施設 アルボース（ユニット） 同 太田町４２７－３ 」

「特別養
に改め、同表２の項中「特別養護老人ホーム 春日の里 ユニット型 同 上佐鳥町７７４番地」を 特別養

ユニッ

護老人ホーム 春日の里 ユニット型 同 上佐鳥町７７４番地
護老人ホーム 上毛の里 ユニット型 同 上増田町６００ に、「特別養護老人ホームサルビア荘
ト清里荘 同 青梨子町５０３番地」

「特別養護老人ホームサルビア荘 同 国定町二丁目２
同 国定町二丁目２３４５番地」を

特別養護老人ホームローズヒル（ユニット型） 同 北千木町１１２

３４５番地 「太田駅前ケアパークそよ風
に、「太田駅前ケアパークそよ風 同 浜町６－２０」を

６番地 」 特別養護老人ホーム愛の里にった（

同 浜町６－２０
に、「特別養護老人ホーム ライフゆうかり 同 小林

ユニット型） 同 新田市野井町１４５番地１」

「特別養護老人ホーム ライフゆうかり 同 小林９７５番地１
９７５番地１」を に、「特別養護老人ホー

特別養護老人ホーム つどい 同 岡之郷１２番地４」
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「特別養護老人ホーム楽聚 同 松井田町
ム楽聚 同 松井田町二軒在家７７６－１」を

特別養護老人ホーム「楽聚」ユニット型 同 松井田町

二軒在家７７６－１ 「特別養
に、「特別養護老人ホーム かぶらの里 甘楽郡下仁田町大字下小坂８７７」を

二軒在家７７６－１」 特別養

護老人ホーム かぶらの里 甘楽郡下仁田町大字下小坂８７７
に改める。

護老人ホーム かぶらの里（ユニット型） 同 下仁田町大字下小坂８７７」

公安委員会規則■

群馬県個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２９年５月３０日

群馬県公安委員会委員長 児 玉 三 郎

群馬県公安委員会規則第６号

群馬県個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則

群馬県個人情報保護条例施行規則（平成１８年群馬県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

第９条の２第３号中「第２条第４項」を「第２条第１項第１号」に改める。

別記様式第１号中

「
□ 思想、信条及び信教に関するもの

□ 病歴その他個人の特質を規定する身体に関するもの
思想・信条・

□ 犯罪歴その他社会的差別の原因となるおそれのあるもの を
信仰等

□ 法令等（法令等の名称： ）
当 該 個 人 情 報

□ 個人情報保護審議会の意見聴取
の 収 集 根 拠

□ その他
」

「
□ 思想、信条、信教 □ 人種、社会的身分
□ 病歴、健康診断等の結果、医師等による指導・診療・調剤に係る全ての情報、身体

障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身の機能の障害等
要 配 慮 □ 犯罪歴、刑事事件又は少年事件に関する手続の状況

□ 犯罪被害歴 に
個 人 情 報

□ 法令等（法令等の名称： ）
当 該 個 人 情 報

□ 個人情報保護審議会の意見聴取
の 収 集 根 拠

□ その他
」

改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

警察本部告示■

◎群馬県警察本部告示第３号

群馬県個人情報保護条例施行規程（平成１８年群馬県警察本部告示第１号）の一部を次のように改正する。
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平成２９年５月３０日

群馬県警察本部長 山 本 和 毅

第９条の２第３号中「第２条第４項」を「第２条第１項第１号」に改める。

別記様式第１号中

「
□ 思想、信条及び信教に関するもの

□ 病歴その他個人の特質を規定する身体に関するもの
思想・信条・

□ 犯罪歴その他社会的差別の原因となるおそれのあるもの を
信仰等

□ 法令等（法令等の名称： ）
当 該 個 人 情 報

□ 個人情報保護審議会の意見聴取
の 収 集 根 拠

□ その他
」

「
□ 思想、信条、信教 □ 人種、社会的身分
□ 病歴、健康診断等の結果、医師等による指導・診療・調剤に係る全ての情報、身体

障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身の機能の障害等
要 配 慮 □ 犯罪歴、刑事事件又は少年事件に関する手続の状況

□ 犯罪被害歴 に
個 人 情 報

□ 法令等（法令等の名称： ）
当 該 個 人 情 報

□ 個人情報保護審議会の意見聴取
の 収 集 根 拠

□ その他
」

改める。

附 則

この告示は、公布の日から施行する。

入札公告■

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

平成２９年５月３０日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 調達内容

(1) 件名及び数量 パーソナルコンピュータ及び関係機器一式の賃貸借 デスクトップ型パソコン１，１１０台、

カラープリンタ２５５台

(2) 調達物品の特質等 入札説明書による。

(3) 借入期間 平成２９年１０月１日から平成３４年９月３０日まで

(4) 借入場所 群馬県企画部情報政策課ほか２８４か所（詳細は、入札説明書による。）

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で
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あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。

２ 入札参加資格 次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条の２第３項の規定によ

り作成された平成２８・２９年度物件等購入契約資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載されてい

る者であること。

なお、この公告の日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、

平成２９年６月２１日（水）までに群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、入札日の前日の

午後４時までに資格者名簿の登載を確認し、群馬県企画部情報政策課へその旨を連絡すること。

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生手

続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない者であること。ただし、手続開

始の決定後に、入札に参加する資格に支障がないと認められる者は、この限りでない。

(4) 本件入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受けて

いない者であること。

(5) 入札日において、県から指名停止を受けていない者であること。

(6) 当該調達物品又はこれと類似する物品について、過去３年程度の期間において、１００台以上の生産、販売

又は貸付実績を有することを証明した者であること。

(7) 日本国内において、県が行う立会検査に応じられる者であること。

３ 入札書の提出場所等

(1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所、書類等の提出先及び問合せ先 〒３７１－８５７０ 群馬県

前橋市大手町一丁目１番１号 群馬県企画部情報政策課情報基盤・システム係 担当 八木佑弥 電話 ０２

７－２２６－２３４６（ダイヤルイン）

(2) 入札説明書の交付方法 平成２９年５月３０日（火）から同年６月１３日（火）までの日（群馬県の休日を

定める条例（平成元年群馬県条例第１６号）第１条に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時までの

間（ただし、正午から午後１時までの間を除く。）、上記(1)の場所において交付する。

(3) 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、当該調達物品を納入できることを証明する書類を平成２９年６

月２１日（水）までに上記(1)の場所に提出しなければならない。入札者は、入札日の前日までの間におい

て、契約担当者から当該書類に関して説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認表及び契約担当者から交付される仕様書に基

づく当該調達物品の製作仕様書等の図書を作成し、これを平成２９年６月２１日（水）までに提出しなけれ

ばならない。提出された入札参加資格確認表及び製作仕様書等の図書は、契約担当者において技術審査する

ものとし、入札説明書に示す仕様書に照らし、採用し得ると判断した製作仕様書等の図書を提出した者の入

札書のみを落札決定の対象とする。また、製作仕様書等の図書を提出した者は、開札日の前日までに契約担

当者に説明し、契約担当者との協議に応じる義務を負うものとし、必要な場合は、提出した図書の内容の変

更に応ずるべきものとする。説明及び協議の義務を履行しない者並びに製作仕様書等の変更に応じない者の

入札書は、落札決定の対象としない。

(4) 入札及び開札の日時及び場所 平成２９年７月１１日（火）午後２時 群馬県前橋市大手町一丁目１番１

号 群馬県庁１４階１４２会議室（郵送による場合は書留郵便とし、同月１０日（月）午後４時までに上記
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(1)の場所に群馬県企画部情報政策課長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「パーソナルコン

ピュータ及び関係機器一式賃貸借契約入札書在中」と朱書きすること。）

４ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除

(3) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(4) 落札者の決定方法 当該調達物品を納入できると契約担当者が認められる資料を添付して入札書を提出した

入札者であって、規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

なお、落札者となるべき者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定する。この場

合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるとき又は郵送により入札を行った者でくじを引くこと

ができないものがあるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない県職員にくじを引かせるものとする。

(5) 契約書の作成の要否 要

(6) その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

(1) Nature and quantity of the required items: Desktop Type Personal Computer: 1,110 units, Color

Printer: 255 units

(2) Lease period: From October 1, 2017 to September 30, 2022

(3) Place of use: The Information Network Division (Department of Planning and Development) of

Gunma Prefecture, will also be utilized in 284 other sections.

(4) Deliver of Bid Instruction, Etc: To be delivered between 9:00 a.m. and 5:00 p.m. from May 30 -

June 13, 2017 to the location prescribed in below (6).

(5) Date and time for submission of tenders: 2:00 p.m. July 11, 2017 (Bids submitted by registered

mail must be received no later than 4:00 p.m. July 10, 2017)

(6) Inquiries: Information Network Division: Department of Planning and Development, Gunma

Prefectural Government, 1-1-1 Ote-machi, Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan, TEL 027-226-234

6 (Japanese language only)

落 札■

次のとおり落札者を決定した。

平成２９年５月３０日

群馬県警察本部長 山 本 和 毅

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 自動車保管場所証明電子化システムデータ移行等の業務委託 一式

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係 群馬県前橋

市大手町一丁目１番１号

３ 落札者を決定した日 平成２９年３月２４日

４ 落札者の名称及び所在地 東日本電信電話株式会社ビジネス＆オフィス営業推進本部 群馬県前橋市本町一丁

目３番１７号
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５ 落札金額 ５７，９５７，１２０円

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札

７ 入札公告をした日 平成２９年２月１０日

次のとおり落札者を決定した。

平成２９年５月３０日

群馬県警察本部長 山 本 和 毅

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 自動車保管場所証明電子化システム用機器賃借等 一式

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係 群馬県前橋

市大手町一丁目１番１号

３ 落札者を決定した日 平成２９年３月２８日

４ 落札者の名称及び所在地 ＮＴＴファイナンス株式会社関東支店 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目９番

地６号

５ 落札金額 １３３，８２７，５５２円

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札

７ 入札公告をした日 平成２９年２月１４日
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